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　The purpose of this study is to reveal the requirements for effective learning activities and 
teaching methods in workplace experience activities conducted during the “period for integrated 
study”, as well as practical problems in their implementation, through questionnaire survey for 
junior high school teachers.
　After the research and analysis, following points were revealed as requirements. The first is to let 
students cooperatively set the challenges they pursue in advance guidance, while conducting 
exercises to increase their feelings of self-efficacy and self-esteem. The second is to present new 
challenges or to enhance the assessment in follow-up guidance.
　There are issues such as developing teaching methods to review the experience, preparing an 
environment to ensure smooth implementation of the experience, or improving programs to 
enable full assessment.
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とめ等を含む）の作成」（χ２=4.624, df =1, 
p<.05）、「学年全体による『職場体験』発表
会」（χ２=7.642, df=1, p<.01）、「生徒の個人
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　まず、学習活動に関しては、事後指導の充
実が課題である。職場体験を“やりっ放し”
にしないためにも、事後指導において生徒に
体験活動をリフレクションさせることが肝要
であり、その指導方法の開発と普及が求めら
れる。
　また、教員意識に関しては、多くの教員
が、職場体験活動に対して相当程度のポジ
ティヴな意識をもっていた。そして、多くの
教員が、体験日数を増やした方がより効果が
望めると考えていた。しかしながら、その一
方で派遣先の事業所等の確保に困難を来して
いる現状があり、負担を感じたり、公的支援
の必要性を感じたりしていた。事実、質問紙
の自由記述においても、「教員が通常業務を
行いがながら、（事業所等との・引用者注）
交渉、仲介などは時間や業務のバランスを考
慮すれば、できないはず」といった声が複
数、寄せられていた。こうした教員の声は、
既に答申（2011）や先行論文（例えば、松井
大助（2011））等で指摘されていることであ
り、職場体験活動を円滑に実施するための学
校内外における環境整備が急務であること
を、本研究においても指摘することができ
る。
　さらに、Ⅲ－２－３）において前述した分
析結果のうち「全体的に盛り上がらなかっ
た」「期待したほど、生徒に成長や変化が見
られなかった」の２項目で有意差がみられた
ことからは、実践に手応えを感じている教員
とそうでない教員との差が大きい現状にある
ことが示唆される。あらかじめ「全体計画や
指導計画」を作成するとともに、それらの諸
計画において設定した目標に照らした評価を
行うことで、教員間における成果に関する意
識の差を縮めることにつながるものと考えら
れる。
　なお、「職場体験する日数が足りなかっ
た」「生徒が希望した職種・事業所等に派遣
できなかった」の２項目については統計上の
された尺度であると推察される。
　以上のことから「総合的な学習の時間」
は、キャリア教育を展開する教育課程とし
て、積極的に活用することができる領域であ
ることを確認する。
２．職場体験活動を充実させる要件
　文部科学省（2008）においては、「探究的
な学習の過程」のモデルとして、①「課題の
設定」、②「情報の収集」、③「整理・分
析」、④「まとめ・表現」の四つの学習活動
を示している。職場体験活動においては、①
②は主として事前学習に、③④は主として事
後指導に該当する学習活動である。
　Ⅲ－２－２）において前述した分析結果に
基づけば、事前指導の①「課題の設定」場面
では、探究する課題を生徒が協同的に設定す
るとともに、生徒の自己効力感や自尊感情を
高めるエクササイズを行うことが学習活動の
要件となることが示唆される。また、事後指
導の④「まとめ・表現」場面では、新たな課
題を設定して「問題の解決や探究的な学習の
過程」を次の過程につなげたり、評価の充実
を図ったりすることが要件となることが示唆
される。
　しかしながら、実践上の「総合的な学習の
時間」の留意意識におけるχ２検定の諸結果
と、「一連の学習活動」の成果におけるχ２検
定の諸結果とで共通している諸項目を比較検
討してみると、事前学習については「学年全
体やグループで探究する課題（テーマ）の設
定」「自己効力感や自尊感情を高めるエクサ
サイズ」「その他」の３項目がみられたのに
対して、事後指導については該当する項目が
みられなかった。このことからは、事前学習
については計画的に指導され一定の成果が意
識されているけれども、事後指導については
事前学習に比べて指導が手薄であったり、成
果が意識されていなかったりする現状にある
ことが考えられる。
３．実施上の課題
新潟青陵学会誌　第６巻第１号 2013 年９月22
十分な評価が行える計画を充実させたりする
ことが課題である。
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注
１）国立教育政策研究所生徒指導・進路指導研究
センター（2013）においては、小・中・高等学
校の教員・児童生徒・保護者・卒業者を対象と
して、キャリア教育や進路指導に関する詳細な
調査を公表している。同調査は、キャリア教育
の具体的な内容や教員意識についても調査して
いるけれども、本研究が目的とする「総合的な
学習の時間」や「問題の解決や探究活動」とい
う視点からの分析・考察は行われていない。
２）本稿は、日本カリキュラム学会第23回大会
（2012年７月７日、於・中部大学）の自由研究
発表における口頭発表を文章化したものであ
る。
３）質問紙の実際や単純集計結果の詳細は、岩﨑
保之（2012）を参照。
４）「その他」の自由記述は、「外部講師による
マナー指導」「職業に関するレポート作成」
「職業に関するDVDの視聴」「適性検査」
「インターネットの活用方法」である。
５）実施日数が多い学校においては、事前・事後
指導も熱心に行われていることが想定されるこ
とから、「連続した５日間」実施群と非実施群
とに分けて検定を行うことができたとしても、
体験日数の長短と「一連の学習活動」成果の有
無との相関を解釈する際には注意が必要であろ
う。
文献一覧
中央教育審議会．今後の学校におけるキャリア教
育・職業教育の在り方について（答申）．<http：
　//www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/
有意差がみられなかったことから、今後それ
らの諸項目に焦点を合わせた調査研究を行う
必要がある。
　前者については、本研究では５日間以上職
場体験を実施したとする標本数がわずかで
あったため、「連続した５日間」実施群と非
実施群とに分けて検定を行うことができな
かった。これは、本調査が新潟県の中学校に
限定して実施したものであるという研究上の
限界にも起因しているものと考察される
５）
。
　後者については、中学校の教員間におい
て、職場体験活動の趣旨に照らせば“事業所
等はどこでもよい”ことを教
、
育
、
上
、
の
、
行為とし
て理解しながらも、“生徒の希望をかなえて
やりたい”という信条が教
、
育
、
的
、
行為として行
われている可能性が考えられるので、面接調
査等に基づく質的な調査・分析も行って、課
題解決のための方策を考察する必要がある。
Ⅴ　結論
　中学校「総合的な学習の時間」において職
場体験活動を実施することで、キャリア教育
で目指している「基礎的・汎用的能力」の育
成が可能となる。このとき、同時間の特質で
ある「問題の解決や探究活動の過程に適切に
位置付く学習活動」として職場体験活動を位
置付けるためには、以下の諸点に留意するこ
とが要件となる。
　一つは、事前指導の「課題の設定」場面
で、探究する課題を生徒が協同的に設定する
とともに、生徒の自己効力感や自尊感情を高
めるエクササイズを行うことである。二つ
は、事後指導の「まとめ・表現」場面におい
て、新たな課題を設定して「問題の解決や探
究的な学習の過程」を次の過程につなげた
り、評価の充実を図ったりすることである。
　今後は、事後指導を充実させる指導方法を
開発したり、職場体験活動を円滑に実施する
ための学校内外における環境を整備したり、
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